
















17 年９月 14 日判決（民集 59 巻７号 2087 頁），さらに，外国人の母と日本
人の父との間の子どもで，出生後認知された者について日本国籍を有する































用の可能性―確認の訴えをめぐって」法学教室 360 号（2010 年），野口貴公美「『確認
の利益』に関する一分析」法学新報 116 巻 9・10 号（2010 年）１頁以下，碓井光明「公
法上の当事者訴訟の動向⑴」自治研究 85 巻３号（2009 年）17 頁以下，「同（2・完）」
85 巻４号（2009 年）３頁以下などがある。



















⑶ このような流れに沿った裁判例として，①東京地判平成 19 年 12 月 26 日判例集未
登載 http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20080723135649.pdf，及びその控訴審判決
である東京高判平成 21 年１月 28 日判例集未登載 http://www.courts.go.jp/hanrei/
pdf/20100218112219.pdf，②名古屋地判平成 21 年２月 19 日判タ 1313 号 148 頁，及び
その控訴審判決である名古屋高判平成 21 年 10 月 23 日判例集未登載 http://www.
courts.go.jp/hanrei/pdfl20091127094318.pdf，③福岡高判平成 22 年３月 25 日判決判
例集未登載 http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20101004114947.pdf，④東京地判平
成 22 年３月 30 日判時 2096 号９頁，がある。反対に，このような流れと異なった判断





２ 福岡高裁平成 22 年３月 25 日判決
事実の概要
建築会社X（原告）は，訴外 P1 から，福岡市 a×番の土地上に建築予定
の新築建物（以下，「本件建物」という。）の建築工事の業務を請け負った。
P1 は，平成 19 年（2007 年）９月 11 日に本件建物の建築確認申請をし，同
月 27 日本件建物にかかる建築確認を得た。これをうけて，原告は平成 19
年９月 28 日及び同月 29 日に，作業員の手堀りにより，本件建物にかかる
土地の一部を，長さ約 2.5m，幅約 30cm，深さ 15 ないし 20cm 掘削した
（以下，「本件工事」という。）。
同年 10 月１日，福岡市建築基準法施行条例（以下，「本件条例」という。）






福岡市（被告 Y）の建築局指導部建築指導課長 P2 は，同年 10 月 31 日こ










たが，P2 は，平成 20 年２月 13 日付けで原告に「被告の本件通知における
判断に変更がない」旨の書面を交付した。
そこで，原告は被告を相手どって，⑴本件通知の取消し，⑵ P1 が平成





































































































































































（第一法規，2004 年）110 頁，高木光「救済拡充論の今後の課題」ジュリスト 1277 号
（2004 年）19 頁などがある。反対に，消極的に解するものとして，座談会「新行政事
件訴訟法の解釈」判例タイムズ 1147 号（2004 年）〔市村陽典発言〕38 頁。
号９頁，以下，「東京地裁平成 22 年判決」という。）においても認められて
いる。この事件は，2009 年薬事法施行規則改正により第１類医薬品，第２

















































裁平成１年７月４日判決・判時 1336 号 86 頁）は，横川川の右岸に土地を
所有していた原告が，当該土地に盛土をしたところ，河川管理者である高
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⑻ 小早川光郎『行政法講義下Ⅲ』（弘文堂，2007 年）335-36 頁。ただし，同書は，2004
年行訴法改正の趣旨からすれば，このような解釈は取るべきではないとしている。
福岡：建築基準法９条１項の措置命令
















































































































































である場合（例えば，東京都銀行条例訴訟（東京地判平成 14 年３月 26 日判時 1787 号































































⒃ 小林久起『行政事件訴訟法』（商事法務，2004 年）202 頁。他に，福井他前掲注⑾・
31 頁，橋本博之『解説改正行政事件訴訟法』（弘文堂，2004 年）84-85 頁，高木光「救

























２月 19 日判決（判タ 1313 号 148 頁）及びその控訴審である名古屋高裁平













もある。東京地判平成 19 年 12 月 26 日判決（判例集未登載 http://www.
courts.go.jp/hanrei/pdf/20080723135649.pdf）とその控訴審判決である東
























































































































の有無を判断しているとみなしうる裁判例は，現時点（2012 年１月 14 日）
では，筆者の知る限り，存在しない。
「損害の重大性」を要するとする裁判例
この立場を取っているのは，大阪地裁平成 19 年８月 10 日判決（判タ









































先に紹介した①東京地裁平成 19 年 12 月 26 日判決，東京高裁平成 21 年
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１月 28 日判決，②名古屋地裁平成 21 年２月 19 日判決，名古屋高裁平成
























 大阪地判平成 20 年１月 31 日判タ 1268 号 152 頁は，保険医療機関指定取消処分及
び保険医登録取消処分差止めの訴えにおいて，損害の重大性を認めた。また，東京地
判平成 18 年 10 月 20 日 判 例集未登載 http://www.courts.go.jp/hanrei/
pdf/20070718102800.pdfは，一般労働者派遣事業許可取消処分差止めの訴えにおいて，

































































! 橋本前掲注⒃・78 頁，福井他前掲注⑾・378 頁。





















































事例としては，例えば，東京地決平成 22 年４月 12 日判例集未登載 http://www.
courts.go.jp/hanrei/pdf/20101105101826.pdf，札幌地決平成 21 年２月 27 日判例集未
登載 http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20090901184127.pdf，佐賀地決平成 20 年
12 月１日判例集未登載 http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20090702164632.pdfな





































古屋地決平成 18 年９月 25 日判例集未登載 http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/
20061117092122.pdf）。
















































































































































































































































このような場合について，行訴法 41 条１項が，同 33 条１項の取消判決
の拘束力の規定を，当事者訴訟に準用していることに注意が必要である。
取消判決の拘束力ですら，その内容や射程について，学説における見解の
相違がみられる。ましてや，確認訴訟（当事者訴訟）における確認判決の
拘束力について，どのように考えるべきかは今後の議論を待たなければな
らない。ただ１つ，ここで指摘しておきたいのは，aが違法であることを
原因とする処分 aがあり，その取消訴訟の出訴期間経過後に，確認訴訟（当
事者訴訟）を提起して aが違法ではないことを理由に勝訴した場合，確認
判決の拘束力により，処分庁は処分 aを取り消す義務を負うと解すると，
取消訴訟の出訴期間の規定を潜脱することになってしまうということであ
る。拘束力は「その事件について」生ずるものであり，このような確認訴
訟（当事者訴訟）における事件とは，現在において aをする法的地位を有
するかということなので，拘束力により過去の処分を取り消す義務まで生
じるものではないと解することができそうである。しかし，取消判決の拘
束力につき，不整合処分の取消義務が論じられ，その範囲については争い
確認訴訟（当事者訴訟）と差止訴訟（抗告訴訟）の関係について
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1 小早川，高橋編前掲注⑷〔山本〕・89 頁は，河川法上の監督処分により工作物の除却
を命令された者が，工作物を設置した自己の土地が河川区域でないことを主張して取
消訴訟を提起したが，訴訟係属中に行政代執行が行われて訴えの利益が消滅した場合，
自己の土地が河川区域でないことの確認を求める公法上の当事者詐訟に訴えを変更で
きるものと解している。
があるので，現時点では断言しかねるところであり，これについての検討
は後日の課題としたい。
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